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〔４月～〕
各省の補助金、有志自治体の補助金
について、ID/パスワード方式による
簡単なオンライン申請を実現【規制室、
IT室、経産省、総務省、各省（中小企業
を対象とする補助金を所管）】

〔４月～〕
○採用・退職時の届出にID/パスワード方式の導入
を目指す【厚労省、経産省等】
※法人共通認証基盤と連携したマイナポータル
を活用

（社会保険手続全体についても検討）

〔可能な限り早期〕
○ハローワークシステム更改（2020年1月）後、
採用・退職時の届出のオンライン・ワンス
トップ化【厚労省】

○雇用関係助成金について、オンライン申請
を実現【厚労省】

〔2019年度～〕
法人設立時の登記後手続のオンライン・ワンストップの実現
【厚労省、番号室、再生本部】

○マイナポータル、法人共通認証基盤、
社保システムの接続
【厚労省、経産省、番号室、総務省】

※e-Gov（2020年10月更改）、法人共通
認証基盤、社保システムの接続につい
て、省庁のみならず、民間企業の事務
負担の観点を踏まえ検討 【厚労省、
総務省、経産省】

外部連携API対応
人事給与

ソフトの普及

※■は予算要求事項（消費税増税対策のための事項要求として要求する手法の活用を含む）

〔４月～〕
○社会保険手続のオンライン利用率の抜本的向上

○API対応ソフトの中小企業への導入支援

○2021年度以降の運営
体制構築の準備

〔４月～〕
法人共通認証基盤の運用開始（補助金、社会保険）

○法人共通認証基盤（実証）【経産省】

○2021年度以降の法人共通認証
基盤の責任官庁と運営体制を
決定【経産省、ＩＴ室等】

＜予算要求＞

○補助金申請システム（実証）【経産省】

＜予算要求＞

○中小企業へのAPI対応ソフト導入支援
【経産省】

○主要な中小企業向け補助金の
ワンスオンリー化・ID/パスワード
方式の導入【経産省】

○補助金申請システム利用料（自治体補
助金を含む）、法人共通認証基盤の運営
費について、一括要求【ＩＴ室】

○法人共通認証基盤の社会保険への適用
時の方向性の決定（事業所への附番、
セキュリティ、社労士対応）
【経産省、厚労省】

○本人確認ガイドラインに基づく、
デジタルによる本人確認手法の検討
【ＩＴ室、厚労省】

○法人共通認証基盤の運用実証

＜予算要求＞

○社保システム、ハローワークシス
テム等の改修【厚労省】

○マイナポータルの機能整備【番号室】

＜予算要求＞

○雇用関係助成金のオンライン化
【厚労省】

○補助金申請システムの各省への利用
要請【規制室、経産省】

○自治体への情報提供、検討要請
【経産省、総務省、規制室】
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